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（国勢調査等）

資料 2005年までは総務省統計局「国勢調査」、2010年は総務省統計局「推計人口（10月１日現在）」、
2015年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年１2月推計）中位推計」

１．我が国の人口の推移
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○ 我が国の人口は2004年にピークを迎え、減少局面に入っている。
2055年には9000万人を割り込み、高齢化率は40％を超えると推計されている。
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＊国立社会保障・人口問題研究所の２００６年将来人口推計などによる。

長期的な日本の人口推移・推計
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2005年（実績） 2030年 2055年

（出典）2005年までは総務省統計局「国勢調査」「人口推計」、2010年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人
口（平成18年12月推計）中位推計」

人口構造の変化
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総人口
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（41％）
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○ 今春の新規高卒者の就職環境は、非常に厳しい状況（３月末現在）。
・ 就職内定者数は１４万９千人となり、前年同期に比べ３．７％減少。
・ 就職内定率は９５．２％となり、前年同期を１．３ポイント上回る。
・ 求人倍率は１．２４倍となり、前年同期を０．０５ポイント下回る。

（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」
（注）求職者数とは、学校又は公共職業安定所の紹介を希望する者の数

（各年3月卒）

就職内定率
（3月末現在）

求人倍率（3月末現在）

求人数（3月末現在）

求職者数（3月末現在）

２．若者の就労状況
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新規高校卒業者の求人・求職状況の推移
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（資料出所）厚生労働省・文部科学省「大学等卒業予定者就職内定状況調査」
（注）内定率とは、就職希望者に占める内定取得者の割合。

（各年3月卒）

○ 今春の新規大卒者の就職環境は、厳しい状況（４月１日現在）。
・ 就職内定率は９１．１％となり、前年同期差は０．７ポイント減。

（参考）就職内定者数（推計値）は３３万７千人で、２３年２月１日時点から１３．７ポイント増加。
（注：学校基本調査（速報値）により卒業予定者数を推計した上で、就職内定者数を推計）
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各年4月1日

新規大学卒業者の就職状況の推移



※資料出所 ＯＥＣＤ.Stat Extract “LFS by sex and age”  2008年7月現在

※算出式 （６０歳から６４歳までの就業率）＝（男女別６０歳以上６４歳以下就業者数）／（男女別６０歳以上６４歳
以下人口） ※算出式 （高齢者の就業率）＝（男女別６５歳以上就業者数）／（男女別６５歳以上人口）

（％）

70.8

57.3 57.2

16.6

41.2

28.9

64.4
67.5

41.0 

46.6

32.7

14.8

24.9

10.6

56.8

43.2

0

10

20

30

40

50

60

70

80

男

女
29.9

19.8

9.9

2
5.3 6

15

42.5

12.9 12.2

4.4
0.9 2.5 1.2

7.4

23.3

0
5

10
15
20
25
30
35
40
45

男

女

（％）

６０歳～６４歳の就業率 ６５歳以上の就業率

8

３．高齢者の就労状況

高齢者の就業率

○ 日本の高齢者の就業率は、欧米諸国と比較すると、特に男性で高水準。



（資料）WHO「World Health Statistics 2010」

【各国の健康寿命】

【高齢者の就業意欲】

日本 豪州 イタリア スウェーデン カナダ フランス ドイツ イギリス 韓国 米国 メキシコ 中国 トルコ

全体 76 74 74 74 73 73 73 72 71 70 67 66 66

男 73 72 73 72 71 71 71 71 68 68 65 65 64

女 78 75 76 75 75 76 75 73 74 72 69 68 67

高齢者の就業意欲と健康寿命

○ 日本は平均寿命だけでなく健康寿命も世界一。また、いつまでも働きたい高齢者が多数存在。
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資料出所：OECD Database "LFS by sex and age"（http://stats.oecd.org/）

注：アメリカ、スウェーデンの「15～19歳」の欄は、「16～19歳」である。

就業率の国際比較 就業率と潜在的労働力率

注）潜在的労働力率＝
人口（15歳以上）

就業者 ＋ 失業者＋就業希望者

資料出所：総務省統計局「平成21年労働力調査」、「平成21年労働力調査（詳細結果）」
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４．女性の就労状況

○ 日本では、出産・育児を機に労働市場から退出する女性が多い。（Ｍ字カーブ）
特に、子育て期の女性において、就業率と潜在的な労働力率の差が大きい。

○ 一方、アメリカやスウェーデン等の欧米先進諸国では子育て期における就業率の低下はみられない。

女性の年齢別就業率（2009年）
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○ 正規の職員・従業員は近年減少傾向。

○ 2010年において、非正規の職員・従業員割合は、比較可能な2002年以降で最高の水準。

５．非正規労働者の増加

非正規労働者と正規労働者の推移



教育訓練の実施状況
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（資料出所）総務省統計局「就業構造基本調査」を特別集計。

（注）在学者を除く。

（注）「パート・アルバイト就業者等」とは、パート・アルバイト就業者と、

無業者のうちパート・アルバイトでの就業を希望する者の合計。

（資料出所）労働政策研究・研修機構「多様化する就業形態の下での人事

戦略と労働者の意識に関する調査」（平成18年７月）のデータを

基に仮集計。
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非正規労働者増加の社会的影響

○ 非正規雇用増加の影響として、①職業キャリア形成の不足、②若者の所得低下を通じた少子化（晩婚化・非婚化）
の加速が懸念。
【背景】 ① 正規雇用者と非正規雇用者との間では、職業能力開発機会に格差がある。

② 非正規雇用では正規雇用に比べ有配偶率も低い（若年男性）。



平成５年 平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年

週３５時間未満の
者

９２９万人 １３４６万人 １４０７万人 １４３１万人 １４１４万人

１８．２％ ２４．９％ ２６．１％ ２６．９％ ２６．６％

週３５時間以上

週６０時間未満の
者

３６２５万人 ３４８２万人 ３４３７万人 ３３７７万人 ３３８３万人

７１．１％ ６４．５％ ６３．７％ ６３．６％ ６３．６％

週６０時間以上の
者

５４０万人 ５５４万人 ５３７万人 ４９１万人 ５０２万人

１０．６％ １０．３％ １０．０％ ９．２％ ９．４％

合 計 ５０９９万人 ５３９８万人 ５３９４万人 ５３１３万人 ５３１６万人

３０代男性で週労働時間６０時間以上の者

平成５年 平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年

３０代男性で週６
０時間以上の者

１５３万人 １７６万人 １７２万人 １５０万人 １５３万人

２０．３％ ２０．２％ ２０．０％ １８．０％ １８．７％

※ 資料出所：総務省「労働力調査」

※ 上の表は雇用者についてのもの。ただし、「３０代男性で週労働時間６０時間以上の者」については、統計上の制約から、雇用者のみ

の数値が得られないため、下の表は雇用者だけでなく自営業主と家族従業者を含んだ就業者数により作成。
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○ 週の労働時間が６０時間以上の者の割合は徐々に減少してきているものの、子育て世代である３０代男性につ
いては、依然として高い水準で推移している。

６．週労働時間別雇用者等の推移
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医療機器の世界将来予測
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○国内では、高齢化の進展に伴う、がん・認知症などの難治性の病気がさらに増加。

○新規技術の開発と高齢化に伴う罹患数の増加などにより、世界的に医療機器産業は急拡大すると予測されてい
る。

７．医療ニーズの状況
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世界売上上位の大型
医薬品で国内製薬苦戦

出所）第１回医療イノベーション会議 製薬協提出企業
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製薬業界は、納税額で見ても
日本を代表する産業

【2008年度世界売上上位100品目の開発国】

８．日本の製薬業界の状況

○これまで高い収益あげたが、薬のニーズが、がん、認知症などの難治性疾患にシフトし、再生医療等が視野に入
る中、日本発の画期的新薬は、近年全く生まれ ていない。

○海外では画期的な新薬が次々と誕生し、医薬品の輸入超過額が急拡大。結果、国内の資金循環も期待できず、
国内のイノベーションが起きない。

○ゲノム技術の進展で、世界は急速に個別化医療（オーダーメード医療）にシフト しつつあるが、日本は技術開発・
インフラ整備・法制度など全ての対応で遅れ。

○国内では、高齢化の進展に伴う、がん・認知症などの難治性の病気がさらに増加。

○新規技術の開発と高齢化に伴う罹患数の増加などにより、世界的に医療機器産業は急拡大すると予測されてい
る。
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人口減少により、集落、都市の姿は大きく変容することが見込まれる。公共交通を地域のニーズに応じて再構築し、交通軸を中心
とした地域づくり、まちづくりを推進する等、人口減少下に応じた地域再生制度の見直しが必要。

９．地方における人口減少
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１０．コミュニティの高齢化

住み慣れたコミュニティでの高齢化

将来、生鮮食料品店が徒歩圏内に存在しない高齢者単独世帯数が増加することが見込まれる。
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１１．高齢者の社会参加意識（内閣府「高齢者の地域社会への参加に関する意識調
査」(平成20年)結果概要）
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１２．東日本大震災 被災３県の人口推移・推計

＊国立社会保障・人口問題研究所の『日本の都道府県別将来推計人口』（平成19年5月推計）

被災３県の人口推移・推計
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＜65歳以上人口割合の推移＞

＜0～14歳人口割合推移＞

＊国立社会保障・人口問題研究所の『日本の都道府県別将来推計人口』（平成19年5月推計）

被災３県の年齢別人口割合の推移
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